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「栃木市下水道事業経営戦略【改定版】（案）」に関するパブリックコメントの結果 

 

１．実施期間 

 令和７年１月２３日（木）から令和７年２月２１日（金）まで 

 

２．意見・質問等の提出方法 

 書面で直接、郵送、ファクシミリ、または電子メール 

                          

３．意見・質問の提出数 

 ６件（１名） 

 

４．意見・質問等と市の考え 

 

№ 意見・質問の概要 市の考え方 

1 （下水道料金についての意見） 

令和 6 年 4 月 1 日より下水道使用料の改定

を行っているが経費回収率を見ると、使用料

収入で 60％程度しか汚水処理費が賄えず、不

足する分について一般会計からの繰入金で補

てんしていることは、公共下水道の整備計画

のない地区の市民からも負担させていること

にもなり、不公平となることから、下水道料

金は速やかにかつ段階的に、一般会計や赤字

債権による負担なしに下水道の汚水事業費を

賄えるレベルまで、値上げを行うべきと考え

る。それが無理であれば整備計画のない地区

の浄化槽設置者に対し維持管理費の補助を考

えるべきである。 

令和６年度の料金改定により、公共下水道

の経費回収率につきましては、令和７年度よ

り 100％となる見込みです。 

また、農業集落排水の経費回収率は、西

方・大平地区の公共下水道への編入により減

少となりますが、公共下水道と農業集落排水

を合わせた事業合計では、約 97％の経費回収

率を維持できる見込みですので、本経営戦略

については、案のとおりとさせていただきま

す。 

２ （農業集落排水施設についての意見） 

農業集落排水施設の公共下水道事業への編

入を、令和１６年度までに４施設を編入する

目標だが、公共下水道と同様に汚水処理費を

使用料収入で賄うことが難しい農業集落排水

地区を編入したときの公共下水道事業の経営

状況の考え方に疑問が生じる。根拠を説明し

て欲しい。 

 農業集落排水を公共下水道へ編入すること

により、スケールメリットが働き、効率的な

運営が可能になると考えています。なお、４

つの農業集落排水を公共下水道に編入後も公

共下水道の経費回収率は 100％を維持できる

見込みですので、本経営戦略については、案

のとおりとさせていただきます。 

３ （農業集落排水施設についての意見） 

藤岡地域の農業集落排水施設については、

特殊な手法により維持管理費が高額であるた

め今後具体的な運営方針を決定する必要があ

るとなっているが、地形的に自然流下方式を

選択し続けることは不可能ではと考えること

から代替案として公共浄化槽の導入を提案し

たい。さらに下水道を人口減少により人口密

度が低くなると予想されることから集合処理

 藤岡地域の農業集落排水につきましては、

個別処理方法を含むあらゆる可能性を排除せ

ずに検討する必要があると考えており、本案

の記載でも検討課題としておりますので、本

経営戦略については、案のとおりとさせてい

ただきます。 



2 

から個別処理方式を選択する決断が必要では

と考える。 

４ （基準外繰入金についての意見） 

「栃木市下水道事業経営戦略」16 ページ上

段に、公共下水道では元金償還金の減少に伴

い、令和 10 年度に基準外繰入金は 0 となる見

込みです。農業集落排水では、使用料収入で

維持管理費が賄えないため、今後も基準外繰

入金を財源の一部として事業運営を行ないま

す。との記載があり、「基準外繰入金が 0 とな

る見込みです。」とありますが、この基準外繰

入金には資本的支出分が含まれていないこと

から実質の他会計繰入分が不明確です。この

点を踏まえて農業集落排水を含めた公共下水

道全体で具体的にどの程度減少が見込まれる

のでしょうか、回答していただきたい。 

基準外繰入金の見込みは資本的収支も含ん

でおりますので、本経営戦略については、案

のとおりとさせていただきます。 

５ （下水道施設の管渠等更新についての意見） 

地方公営企業である下水道事業は、使用料

収入をもって経営を行う「独立採算制」を基

本原則としています。今後、施設の老朽化対

策、将来的な人口減少など、経営環境が厳し

さを増していくことが見込まれる中で、下水

道サービスの安定的な継続を目指すには、エ

リア内の管渠更新計画する際、人口減少に伴

う人口密度の減少を考慮した見直しを行い、

人口密度が 20 人／ha に満たないエリアにつ

いては、代替案として公共浄化槽の導入の検

討を行うことで、持続可能な下水道事業を実

現できるものと考える。 

エリア毎の汚水処理方法は、生活排水処理

構想で定める内容ですので、本経営戦略につ

いては、案のとおりとさせていただきます。 

また、ご提案の公共浄化槽事業につきまし

ては、参考にさせていただきます。 

６ （基準外繰入金・下水道事業についての意

見） 

大平町富田猿渕地区の市街化区域において

は、市からの説明では下水道整備は平成 17 年

に予定されているとの説明も聞いていました

が、近くまで整備が進んでいるのになぜか下

水道整備の話も出ず 20 年以上も未整備状態で

す。市の下水道整備は管路が近くにあれば市

街化調整区域であっても大規模開発によりあ

る程度の戸数があることで下水道が整備され

ている話を聞きます。しかし私の住んでいる

エリア内には約 100 世帯以上の戸数があるの

にもかかわらず現在まで下水整備が行われな

かった理由をお伺いしたい。 

当該地区については、事業計画の区域外で

あることから、合併処理浄化槽の設置をお願

いしております。 

また、ご提案の公共浄化槽事業につきまし

ては、参考にさせていただきます。 
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また、この区域では市の下水道整備の遅れ

により半数以上が合併浄化槽を設置している

ことから下水道が整備されてもつなぎ込まな

い世帯が出るのではと心配です。さらに子供

がエリア外に転居するなど世帯分離の影響を

受け高齢化が進んでおり、２０年後には現在

の半数以上が空き家になる可能性がありま

す。この現状を考えると、いまさら下水道整

備の必要性があるのかと言われてしまいま

す。そこで公共浄化槽事業が必要と考えま

す。現在個人が所有している合併浄化槽を市

に譲渡し、市が維持管理を行う事業です。現

在市の公共下水道を利用している世帯は汚水

処理費を賄えていない使用料で、足らない分

は市からの補助を受けて生活排水を処理して

いると経営戦略の中に明記されています。浄

化槽を設置している世帯は年間の維持管理に

多くの費用を払って生活排水を処理していま

す。その差は２万円以上あるのではと言われ

ています。公共下水道の維持管理に掛かる費

用は，それに見合うような金額を使用する者

から徴収するべきであると思う。 

同じ市街化区域内に居住していて、都市計

画税を多く支払い、整備予定から２０数年以

上も何の恩恵を受けられず、生活排水の処理

費用を多く支払い続けされることは不公平を

感じます。市全体の下水道整備面積の１％未

満の地区はただただ我慢して、今後老朽化対

策が加わるため後回しとなり、何年か先かわ

からない下水道を待っていろと言うのでしょ

うか。 

整備に時間と費用が掛かる下水道整備が困

難と考えられるエリアは、国でも推奨してい

るように短時間で下水道整備費より安価な合

併浄化槽を下水道整備の代替案とする公共浄

化槽制度の導入の検討を早急に行って欲し

い。 

 

 


